
 

新型コロナ感染症の拡大に歯止めがかかりません。「GoTo キャンペーン」が

感染を拡大する可能性があるという専門家の意見にも耳を貸さず、強引に政

策を押し進めた政府への批判が高まり、菅内閣の支持率が低下しています。 

いま必要なのは、医療機関への支援をはじめ、抜本的な検査体制を拡充す

る感染症対策の強化です。コロナ禍の今こそ、大企業・富裕層への優遇税制

を正すべきです。格差を広げる新自由主義政策を改め、国民に手を差し伸べ

る政治に変えましょう。 

一部の富裕層や大企業に恩恵が偏る政策ではなく、多くの国民に広く恩恵

が及ぶ消費税の減税を実施すべきです。日本の消費税にあたる付加価値税を

減税した国は５０カ国・地域に上っています。事業者・消費者の税負担を軽

減し、事業継続を支え雇用を守る政策として評価されているからです。医療

機関の負担を軽減するため、マスクなど医療用品や医療機器の税率を引き下

げた国もあります。 

ヨーロッパなどでは、経済危機に応じて減税策を講じてきました。日本でも

所得税や法人税など段階的に減税をしてきた歴史があります。政治が決断す

れば消費税の減税は可能です。 

納税負担を軽減し、雇用維持、生活支援につながる消費税率の減税を政府

に求めましょう。消費税を 5％に引き下げる国会請願署名にご協力ください。

消費税引き下げで危機打開を！ 
財源は不公平な税制見直しで確保 

50 カ国・地域が付加価値税(消費税)減税 日本でも実施を 
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で実施（予定含む） 
ポルトガル、ノルウェー、オランダ、イタリア、ベルギー、フランス 

スペイン、ケニア、メキシコ、コロンビア、ロシア、中国、韓国など 



 消費税法の強行採決から今年で32年になります。30年以上が経過する中で、

消費税が「あたりまえ」になっている人も多いのではないのでしょうか。い

ま、あらためて消費税の在り方を考えてみませんか。 

 

自公政権は「消費税は社会保障

のため」を口実に、３％で導入さ

れた消費税を１０％まで引き上

げました。しかし、消費税導入の

根拠は「社会保障のため」ではあ

りませんでした。 

財界の求めに応じて、大企業・

富裕層が負担していた、法人税や

所得税の負担軽減を求め、消費税

が導入されたのです。その結果、

消費税が所得税、法人税を抜いて国の税収トップになっています。大企業、

富裕層を優遇する税制のために消費税が使われています。 

 

 

消費税の導入後も社会保障は改悪され

てきました。菅政権は 75歳以上の高齢者

の医療費窓口負担２割化を決めるなど、

さらなる負担増を狙っています。 

集められた消費税はどこに消えたのか。

消費税導入以降、所得税や法人税が減税

され続けてきました。消費税はその減税

分の穴埋めとして使われてきました。そ

の結果、税収は増えず社会保障の改善も

できていません。 

富裕層や大企業に応分の負担を求めれ

ば、43 兆円の財源が生まれます。私たち

消費税廃止各界連絡会は消費税に頼らな

い税制を目指し、当面 5％への減税で負担

軽減を訴えています。税の在り方をご一

緒に考えましょう。 

消費税導入強行採決から３２年 
今こそ消費税に頼らない税制を 

財務省 HP より 一般会計税収の推移 

消費税で国民に増税し大企業・富裕層を優遇 


